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日本一のおんせん県おおいたツーリズム戦略
２０１５

大分県観光・地域局
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１ ツーリズム戦略の趣旨

（１） ツーリズム戦略の趣旨

大分県は日本一の湧出量と源泉数を誇る温泉をはじめ、豊かな天然自然に育まれた

新鮮で安全な食材、さらには貴重な歴史的文化遺産、地域の伝統文化など優れた観

光資源の宝庫です。

一方、我が国の総人口は平成２２年をピークに減少を続けており、本県の人口も

５２年には９５．５万人（昭和１５年水準）になると推計されています。このよう

に地域経済の縮小が懸念される中、現在、国を挙げてまち・ひと・しごとづくりを

通じた地方創生の取り組みが進められています。なかでも、経済波及効果の高い観

光産業は地方創生の一翼を担うものとして期待されており、地域の特性を活かした

魅力の創出と交流人口の増加によって、消費や雇用を拡大することが今まで以上に

求められています。

近年の観光客のニーズは、これまでの「見て、泊まって、食べる」だけの物見遊山的観光

から、地域を巡り、その場所にしかない天然自然、おいしい食、伝統文化などに浸って楽し

む体験型の観光需要が増すなど、質的にも量的にも大きく変化しており、これまでにない多

様化の時代を迎えています。

また、東九州自動車道の開通や格安航空会社（ＬＣＣ）の就航、さらにはグローバリゼーシ

ョンの進展による海外富裕層の旅行需要の急速な増大など、大きなチャンスが訪れていま

す。

このような中、元気で魅力あふれる大分県づくりを進めていくためには、地域の資

源にさらに磨きをかけ、「観て」「聞いて」「食べて」と五感で楽しむことができる、

すなわち、第１次産業から第３次産業までの様々な要素を取り込んだ総合産業として

魅力が増しているツーリズムを推進していくことが重要です。

本県では、これまでも地域の資源を活かした多様な観光商品づくりを行い、様々

な機会を利用して情報発信や誘客活動を精力的に展開してきました。由布院温泉の

地域ぐるみでの質の高いおもてなしや、昭和３０年代の商店街を再生した豊後高田

市昭和の町の取組などは、全国的にも高く評価され、注目されています。

今後も、厳しい地域間競争に立ち向かい、より多くのお客様に大分県に来ていただくた

めには、別府や由布院のブランド力にさらに磨きをかけるとともに、変化の激しい観

光マーケットの需要を的確に捉え、県内各地の観光素材を活かした魅力ある観光商

品づくりなど、大分県観光を着実に進展させる総合的、効果的な取組が必要です。

本戦略は、地域振興と観光振興を一体的に進め、県民との協働で観光による活力

ある大分県づくりを目指すために策定するものであり、行政、地域観光協会、観光

事業者、商工事業者、農林水産事業者、ＮＰＯ法人など各々の主体、そして県民一

人ひとりが共通認識のもと、同じ方向に向かって全力でツーリズムの振興に取り組

んでいく指針となるものです。
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（２） 第１期ツーリズム戦略の成果

平成２７年度を目標年度として、２４年８月に策定した第１期戦略では、本県最

大の強みである源泉数、湧出量ともに日本一の温泉を前面に押し出し、『日本一のお

んせん県おおいた  味力も満載』のキーワードのもと、地域の観光素材磨き、誘

客、情報発信、広域観光、戦略ある現場主義の推進の５つを柱とする施策の方向性

を示し、県内観光関係者の共通の目標として、官民が一体となった取組を展開して

きました。

とりわけ、情報発信の分野においては、「おんせん県おおいた」の商標登録と、そ

れをめぐるマスコミ報道やおんせん県ＣＭによる話題づくり、民間企業を中心にロ

ゴマークを活用した１，０００件を超える旅行商品や土産物の開発等、様々な主体

による情報発信が行われました。この結果、「おんせん県おおいた」が広く全国に知

れ渡り、「地域ブランド調査２０１４・都道府県魅力度ランキング」（（株）ブランド

総合研究所）における順位が３１位から２２位に大幅に上昇し、伸び率日本一にな

るなど、大きな成果を上げることができました。

誘客の分野に目を移すと、国内では、重点的にキャンペーン等に取り組んできた関

西圏域において、これまでになかった大分単独での商品が造成されるなど、旅行会

社の造成・販売部門とのネットワークを構築することができました。また、成田空

港の格安航空会社（ＬＣＣ）ジェットスターの就航は、若者を中心に新たな顧客層

獲得につながっています。

海外では、本県への外国人観光客の約６割を占める韓国については、国際問題等の

影響で観光客がなかなか回復しない状況にあるものの、台湾、香港、タイなどは商

談会等を通じて誘客に努めた結果、ビザの緩和や円安などの追い風もあり順調に増

加しています。

観光素材磨きの分野では、平成２７年の７月から９月にかけて、２０年ぶりに開催

した「おんせん県おおいたデスティネーションキャンペーン」において、「＼いやし

ます、ひやします／おんせん県おおいた」のテーマのもと、観光関係のみならず、

おもてなしサポーターなど県民を挙げてのおもてなし機運の醸成が図られました。

また、県内各地で二次交通の整備や、地域の素材を磨き上げた新たな商品づくりが

進められるなど、キャンペーン終了後も大分県観光の礎となり得る様々な取組が行

われています。

広域観光の分野では、東九州自動車道の全線開通に向けて、２５年１１月に宮崎県

と東九州広域観光推進協議会を設立し、高速道路の定額キャンペーンを実施すると

ともに、九州観光推進機構や九州各県と連携した「ONSEN ISLAND KYUSHU」の

海外誘客策を積極的に展開しています。

こうした取組による最大の成果は、市町村や地域観光協会、観光事業者、商工事業

者、農林水産事業者、ＮＰＯ法人、そして多くの県民が共通認識を持ち、同じ目標

に向かってツーリズムの振興に取り組む、オール大分の戦略ある現場主義の体制の

基盤ができたことであり、第２期ツーリズム戦略においても、引き続き県民が一体

となったツーリズムを推進していきます。
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（３） 戦略の位置づけ

本県では、平成１７年１１月に長期総合計画「安心･活力･発展プラン２００５」を策定し、『県

民とともに築く「安心」「活力」「発展」の大分県』を目標に、交流で広がる活気あふれる地域

づくりに取り組んできました。平成２７年度に、次の１０年間を見据えて策定した新長期総合

計画では、人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進に取り組むこととし、平成３６年度の県

内宿泊者数を７３０万人とする目標を定めたところです。

本ツーリズム戦略は、長期総合計画の実質的なアクションプランとなるものであり、戦略の

具体性を高めるため、第１期戦略の誘客目標（観光入込客数、県内宿泊者数、外国人宿泊

者数）に、観光消費額と情報発信事業の指標となる「ホームページ訪問数」の目標値を加え

て、平成２８年度から３０年度までの３年間の方向性を示します。

なお、本戦略は、本年３月に施行されたおんせん県おおいた観光振興条例第１９条第1

項に定める観光振興基本計画に位置づけられるものです。

【目標値（平成３０年度）】 ※目標値は現状値の更新にともない今後修正の可能性があります。

指標名 単位 現状値 年・年度 目標値

観光入込客数 千人 １７，５３７ ２４年 ２０，１５０

県内宿泊者数 千人 ６，７１１ ２５年 ７，０５０

外国人宿泊者数 千人 ４１０ ２５年 ７２０

観光消費額 億円 １，９８６ ２４年 ２，３５７

ホームページ訪問数 万回 １２２ ２６年度 ２００

２ 観光を取り巻く現状

（１） 観光旅行の傾向

① 国内観光客の動向

景気の回復基調と、旺盛な旅行意欲を持つ団塊の世代（６６才～６８才）の旅

行需要に支えられ、国内旅行市場は堅調に推移しています。

また、格安航空会社（ＬＣＣ）の就航による航空運賃の低下や、東九州自動車

道の開通による高速交通体系の充実等観光しやすい環境の整備が進んでいます。

さらに、高齢や障がい等の有無にかかわらず、誰もが気兼ねなく旅行を楽しめ

る「ユニバーサルツーリズム」、農山漁村における自然、文化、人々との交流を促

進する「グリーン・ツーリズム」、少人数で自然や野生生物とのふれあいを通じて

自然保護に対する理解・認識を深めていく「エコツーリズム」など、新たな旅行

商品の開発による顧客層の掘り起こしの動きも進んでおり、新たな需要喚起策と

して期待を集めています。

しかしながら、今後に目を向けると、本格的な人口減少社会の到来や、高齢化、

若年世代の旅行離れ等によって、国内旅行の需要は長期的には減少することが予

想されることから、引き続き観光客に大分県を選択してもらえるよう魅力ある観

光地づくりに一層努めていくことが重要です。
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② 訪日観光客の動向

国では、訪日外国人旅行者数をオリンピックイヤーである平成３２年に２千万

人とすることを目標としたアクションプランを設定して、中国、韓国、台湾、香

港などの１８エリアを当面の最重点市場と位置づけ、大規模な海外プロモーショ

ンを実施する「ビジット・ジャパン事業」を展開しています。この結果、近年、

訪日旅行者数は急増しており、２６年には１，３４１万人が日本を訪れ、消費総

額が２兆３０５億円に達し、いずれも過去最高を記録しました。一人あたりの消

費額が１５万１，３７４円と、日本人観光客の２．４倍にも達する外国人観光客

の受け入れは、人口減少社会における地域経済活性化の起爆剤として大いに期待

されています。

現在の外国人観光客の訪問先は、ゴールデンルートと呼ばれる「東京～京都・

大阪」に集中している状況ですが、今後、リピーターの増加に伴い新たな旅行先

への需要が高まることが想定され、国においてもゴールデンルートに次ぐ広域周

遊ルートの創設など、受け入れ体制の整備に取り組んでいるところです。

（２） 大分県内における観光旅行の傾向

① 宿泊客の動向

平成２５年の県内宿泊客数は６７１万人で、２４年の６１２万人に比べ９．６

％の増加となっています。これは北部九州インターハイなどＭＩＣＥの開催や、

外国人観光客の増加に加え、官民一体となったキャンペーンによる「おんせん県

おおいた」の浸透などが要因と考えられます。これを一時的な結果とせず、さら

に多くの方に訪れていただくためにも、今後さらなる取組が重要になってきます。

国内の発地別では、福岡県が最も多く、以下、関東、その他九州、中国・四国、

関西となっています。

また、海外からの宿泊客数は４１万人となり、前年の３１万人に比べ３２％増

と大幅に増加しました。外国人観光客は国際情勢等で単年ベースでは大幅な増減

が生じることがありますが、長期的には今後も増加していくことが見込まれます。

② 観光入込客の動向

本県の平成２５年の観光入込客数は、日帰り客を含め１，７５６万人となってい

ます。傾向について主なものをみると、訪問先は、別府市、由布院などが多くな

っています。旅行先の選定理由は、全ての年代で「温泉」が最も多く、年齢層が

上がるに従い、「自然に魅力を感じる」と回答する人が多くなっており、旅行の形

態は、家族など２～５人程度の小グループが主流となっています。また、本県観

光に対する旅行者の満足度調査では、「非常に満足」、「満足」の合計が８割を超え

ており、総じて満足度が高いという結果が出ています。

今後は、別府・由布院のブランド力や恵まれた温泉、自然を活かしながら、地域

の観光資源を磨き上げ、魅力ある商品づくりや積極的な情報発信、地域を挙げた

おもてなしの向上に努めていくことで、「非常に満足」と答えてもらえる人を増や

していく取組が重要です。
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③ 発地別の交通手段

福岡圏域からは自家用車が大半を占め、関西圏域からは鉄道、フェリーで、首都

圏域からは航空機で来県し、県内の移動には自家用車やレンタカーが多く使われて

います。海外からの観光客は、団体バスの利用に加えて、個人旅行客においてはＪ

Ｒやバスの九州周遊パスのほか、韓国や香港など一部の国ではレンタカーも多く利

用されています。

こうした状況を踏まえ、航空事業者に対するダイヤ改善、機材の大型化の働きか

けや、格安航空会社（ＬＣＣ）等のさらなる誘致などにより来県者の利便性向上を

図るとともに、鉄道、フェリーなど交通事業者等と連携した効果的な誘客、情報発

信に取り組んでいく必要があります。

（３） 大分県観光の強みと弱み

本県は、温暖な気候に恵まれ、海や山などの豊かな自然、その中で育まれた素晴ら

しい食材やおいしい水があります。また、なんといっても県内全域に広がる温泉は、

地球上にある１０種類の泉質のうち８種類を有しており、湧出量と源泉数は日本一

です。さらにホスピタリティーの高い宿泊施設が多く、来ていただいた方の満足度

が高いことが強みです。加えて、今年は念願であった東九州自動車道の県内全線開

通や、新大分駅ビルの完成、県立美術館ＯＰＡＭの開業など新たな魅力が次々と生

み出されています。

一方、第１期のツーリズム戦略の取組において、まだまだ多くの課題が残っている

のも事実です。駅、港、空港からの二次交通の不足や、外国人観光客に対する多言

語による案内など受入態勢の遅れ、また、おんせん県おおいたの認知度は向上した

ものの、具体的な素材の知名度がまだまだ低いこと等が弱みとして挙げられます。

今後は、これらの強みを活かした積極的な取組を進めていくとともに、弱みを分析

し、解決していくことが重要です。

強み 弱み

源泉数、湧出量日本一の温泉 別府、由布院以外のエリアの知名度不足

別府、由布院の知名度の高さ 他の温泉地との差別化

多様な自然、気候 目玉となる食の魅力の浸透

豊富な山海の幸と名水 輸送キャパシティの小ささ

宇佐神宮など４つの国宝、文化財群 ２次交通体系の整備

魅力的な宿泊施設、観光施設 首都圏、関西圏との距離が遠い

アルゲリッチ音楽祭や別大マラソン等 インバウンド対応の遅れ

九州観光推進機構を通じた広域観光体制

アジア・福岡との距離の近さ

関西圏との交通の便の良さ

ゆふいんの森号などのＤ＆Ｓ列車
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機会 脅威

おんせん県おおいたの認知度向上 少子高齢社会による国内旅行需要の減少

東九州自動車道の開通 若者の旅行離れ

新大分駅ビル、県立美術館のオープン 世界遺産、ＮＨＫ大河等全国的なブーム

ＬＣＣの相次ぐ就航 耐震化制度への対応

国のインバウンド政策の強化

九州内で相次ぐ世界遺産の登録

東京オリンピック、ラグビーＷ杯の開催

国東半島宇佐地域六郷満山１３００年

（４） 観光消費がもたらす経済効果

本県の調査によると、平成２５年における旅行者･観光客の総消費額は２，２１６

億円で、その経済波及効果は３，０６８億円と推計されています。

観光産業は、その裾野が広く、食事代や宿泊費、土産代、交通費、施設入場料な

どの直接消費に加えて、それらの消費に伴う原材料費、消耗品代や食材となる農林

水産物の仕入れ費用など、非常に広い範囲に影響が及んでいます。雇用面でも３８，

４３６人を支えていると推計されています。

一方、我が国の総人口は今後も減少し続けると推計されていますが、定住人口１人

の減少に伴う経済損失は、外国人旅行者１１人または国内宿泊旅行者２６人若しく

は国内日帰り旅行者８１人で補うことができるとも言われていることから、産業の

裾野が広いツーリズムによる交流人口の拡大によって、消費や雇用を増やし、これか

らの地域経済を支えていくことが期待されています。

ちなみに、平成２５年の大分県の県民一人当たりの宿泊者数は全国７位、外国人旅行者

の消費額が地域別家計最終消費に占める割合は全国５位と、交流人口の拡大が図られて

おり、今後とも観光産業がもたらす経済波及効果を地域に還元し、元気で活気あふれる

大分県づくりを推進していくため、観光地としての魅力をさらに高め、より多くの

観光客に大分県を訪れていただくことが重要です。
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３ ツーリズム戦略 ”日本一のおんせん県おおいた  味力も満載”

地域資源を活かして地域が輝き、人が訪れることで観光地となり、観光交流人口が

増えることでさらに地域が元気になる、これこそが本県が目指すツーリズムの本旨です。

これから多くの観光客に訪れていただくためには、何よりも地域の素晴らしい素材

を活かした魅力的な観光地づくりに取り組んでいかなければなりません。併せて、観光

客のニーズにマッチした誘客策や情報発信を効果的に実施することも重要です。

また、訪れた方に「癒し・和み・温もり」を感じて満足していただくためには、おも

てなしの質をさらに向上させ、他の地域との差別化を図ることも必要です。さらには、

国内のみならず海外、特にアジアの活力を本県観光に取り込むことも大変重要です。

本戦略の本旨は、戦略に沿って着実に事業を推進していくことにあります。そのため

にも、推進体制の整備も欠かせません。

このような点を念頭に置いて、このツーリズム戦略では、本県最大の強みである源泉

数、湧出量ともに日本一の温泉と多彩な食の魅力を全面に押しだし、引き続き『日本一

のおんせん県おおいた  味力も満載』のキーワードの下、地域の観光素材磨き、誘客、

ブランド力の向上、県域を越えた広域連携、戦略ある現場主義の推進の５つを柱とする

方向性を示し、県内観光関係者のみならず県民共通の目標として、具体的取組を進めて

いきます。

戦略１ 地域の観光素材磨き

本県は、豊かな天然自然に恵まれています。その恩恵の一つは、火山活動が生み出

した日本一の源泉数と湧出量を誇る温泉です。４，４１１孔の源泉数は第２位の鹿児島

県（２，７６９孔）を大きく引き離しています。湧出量も全国の約１１％を占めており、

泉質の豊富さも群を抜いています。温泉の素晴らしさを今一度見直し、各地域が自信を

持って全国・世界に向けてアピールしていくことが重要です。

また、最近では、一般的な観光地をただ見るだけではなく、地域住民が自信と誇り

を持ち地域づくりを進めていくことで観光客に感動を与え、「もっとその地域を深く知

りたい」「地域の人とふれ合いたい」「地域の人しか知らない店に行きたい」という新た

な旅行ニーズが生まれています。この着地型と言われる地域が企画する観光形態の魅力

は、地域の資源を活かした個性的な観光商品を楽しめることで、そこでしか味わえない

醍醐味があり、注目されています。

観光産業は、旅行者の直接の消費のみならず、関連産業を通じた雇用や生産活動など

幅広い分野に波及効果をもたらす地域を支える重要な産業であり、農林水産物や加工品、

さらには郷土料理や地域に伝わる伝統文化など多様な地域の資源を磨き、これらを組み

合わせ観光に活かすことは、すなわち地域を元気にすることにつながります。各地で開

催されている竹灯りを使ったイベントや雛祭り、昭和の町などのように、地域にある資
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源を活用した取組を積極的に支援し、強化するとともに、天然自然や歴史、地域文化、

アートなどを活かした新たな商品づくりにも取り組みます。

さらに、魅力ある観光地として忘れてならないことは、観光客を温かくもてなす心の

こもったサービスです。何度も訪れたくなるおんせん県おおいたに向けて、大分県全体

が一つの宿となるようなおもてなしの向上が重要です。

（１） 魅力ある地域づくり・観光商品づくり

① 日本一の温泉を活用した地域づくり

県内では、湯けむり景観や湯の花小屋、共同湯、湯治文化、地獄蒸し料理、飲

泉文化、砂湯・蒸し湯・冷泉などの多様な温泉、大自然と一体となった露天風呂

など、地域の暮らしの中に世界に誇りうる温泉文化が根付いています。

これらの温泉文化にさらなる磨きをかけていくため、県内各地にある温泉の素

晴らしさを県民自らが再認識するよう促すとともに、個性と魅力あふれるオンリ

ーワンの温泉環境整備を積極的に支援します。また、立ち寄り湯の圧倒的な数を

生かした機能温泉浴やスタンプラリーなどの温泉巡りツアー、アンチエイジング

やスパなどの要素を取り込んだ美容・健康に良い入浴方法の情報提供にも取り組

みます。

加えて、温泉の効能と湯治文化を活かしたヘルスツーリズムや長期滞在型観光

の推進、地獄蒸し料理など温泉を活かした食の提供、温泉水を使った化粧水など、

温泉関連の土産物情報の発信にも力を入れます。

さらには、再生可能エネルギーとして注目されている地熱や湯けむり発電など

の施設についても、温泉地における新たな観光資源としての活用を目指すととも

に、産学官が連携して行う、温泉の新たな活用方法や医学的見地から見た健康増

進効果の解析等の取組を支援していきます。

② 食の発掘と質的向上

本県には、関あじ・関さば、ふぐ、おおいた豊後牛などの高級食材をはじめ、か

ぼすや白ネギ、しいたけなど四季折々の素晴らしい食材が豊富にあります。

これら食材の豊かさをしっかりと活かしていくため、農林水産業と宿泊業が連携

した旬入りキャンペーンの実施等を通じて、旅館・ホテルによる県産品の情報発

信強化を図るとともに、大分ならではの食観光の魅力を旅行雑誌や旅行商品など

様々な媒体を活用して発信していきます。

また、からあげやとり天、りゅうきゅう、ごまだしうどんなど他の地域では味わ

うことのできない本場の味力の磨きあげや、女性に人気の旬のフルーツやスイー

ツ、お酒を飲んだ後の〆の一品の開発、泊食分離や食べ歩きなど、質とサービス

の向上の取組を支援します。併せて観光に訪れた人々の印象や興味がより高まる

よう、独特の食文化や食にまつわる物語を紹介するとともに、郷土料理を気軽に

楽しむことができる店舗情報の提供にも努めます。

さらには、これらの食と品質が高く評価されている日本酒、焼酎、ワインなど県

産酒とのマッチング、全国的にもレベルの高い醸造文化や調味料の活用なども含
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めた食のバリエーションの豊富さをアピールします。

加えて、地域ぐるみの食の開発やイベント開催を支援することにより、宿泊地か

ら周辺地域に一歩踏み出して、旅の主目的である食を存分に楽しめる仕掛けづく

りを促進します。

③ 国内有数の自然を魅せる観光

本県には海抜０メートルから九州の屋根とよばれるくじゅう連山の１７００メー

トルを超える山々に至るまで、海、川、山と移り変わる自然を体感できるという

魅力があります。県民にとっては当たり前の風景ですが、都会や海外から訪れる

人々からは、海、島、山、高原、渓谷、滝、鍾乳洞などの複雑な地形や雄大な自

然が織りなす景観に加えて、新緑や紅葉、季節毎に野や山を彩る花など、これほ

ど何でも揃っている所は他にはないとも言われています。

これら貴重な観光資源の景観保持やビュースポットの整備などの取組に加えて、

一部市町村で実施しているミヤマキリシマや紅葉情報の紹介のように、ウェブな

どを活用して、観光客が求める情報をリアルタイムで提供することや、自然景観

を活かした学習プログラム、アクティビティ（遊び）の開発支援などを通じて、

大分の自然の新たな魅力の定着を図ります。

④ 歴史と伝統の薫る観光商品づくり

本県には、宇佐神宮や六郷満山、臼杵石仏をはじめとした磨崖仏などの史跡や文

化財、伝統行事など多くの歴史的な地域資源があります。これらは、そのままで

も魅力ある素晴らしい観光素材ですが、今後は、これらの歴史や現代における意

味をしっかり地域で共有し、ストーリーを紹介するなど、新たな魅力を付加する

ことが必要になってきます。

近年、女性やアクティブシニアの間では、歴史への関心が高まっており、宇佐神

宮本殿、孔雀文磬、富貴寺大堂、臼杵石仏の県内４つの国宝の背景にある歴史や、

六郷満山文化、南蛮文化の名残などは、全国的に通用する歴史文化的資源として、

本物志向の旅行者を呼び込むための重要なツールになります。

また、各地に伝わる伝統芸能や奇祭と呼ばれる祭りは、魅力があるにもかかわ

らず、まだまだ国内外に知られていないものが多いことから、開催時期や開催方

法、情報発信の手法などについて見直すことにより、県外からの集客に加え、外

国の大型連休や閑散期に合わせた誘客を進めます。

その他、富士山や富岡製糸場のように世界遺産の認定が観光に与えるインパクト

は非常に大きいものがあることから、世界遺産や日本遺産などについても、今後

その可能性を地域住民や県内大学などとも連携して研究していきます。

⑤ 文化やアートを活かした取組

近年、現代アートをはじめとした芸術文化が本県観光に新たな風を吹き込んでい

ます。芸術文化は、地域や社会と深い関わりを持つものが多く、また、既存の素

材に新しい光を当て、新たな魅力を発掘する「気づき」の機能や、これまでは別
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々と思われていた素材と素材、都市と地域を「つなぐ」効果があるとも言われ、

産業や地域づくりなど幅広い分野で元気を創出する大きな力になっています。

平成３０年に２０周年を迎えるアルゲリッチ音楽祭は本県が世界に誇るクラシッ

ク音楽の祭典であり、また、２６年に開催した国東半島芸術祭は、６万人を超え

る来場者を数え、若者を中心に都市生活者がアートを入り口に国東半島の歴史文

化やおもてなしを体感しました。

また、平成２７年４月にオープンした大分県立美術館（ＯＰＡＭ）は本県の芸術

文化を発信する拠点であり、その他にも、大分市のトイレンナーレ、別府混浴温

泉世界、竹田市や国東市のアートの取組などを既存の観光素材と組み合わせるこ

とにより、訪れる人が憧れ、心をときめかせる観光商品づくりに取り組みます。

さらに、アートは世界の共通言語であることから、平成３２年の東京オリンピッ

ク・パラリンピックに向け、全国で様々な文化プログラムが展開されます。国内外

の観光客に大分を知ってもらう絶好の機会ともなりますので、本県における芸術文

化フェスティバルのあり方を検討し、実施に向けた準備を進めます。

⑥ タイミングを逃さない戦略的な観光商品づくり

ア 地域企画（着地型）商品

地域が企画する着地型旅行商品には、観光客目線に立った売れる商品づくりが

求められています。このため、観光事業者や市町村、地域観光協会が地域住民

と協働で、既にある観光素材の再確認や掘り起こしを行ったうえで、旅行会社

や民間事業者のアドバイスも受けながら、旅行商品として常時販売できる仕組

みづくりや、Ｗｅｂを活用した予約システムの導入、県内を巡る周遊パスなど、

旅行者ニーズに柔軟に対応した取組を強化します。

イ エリア重点戦略商品

日本ジオパークや世界農業遺産に加え、登録を目指しているユネスコエコパー

ク、日田天領文化、長崎と連動したキリシタン文化など、エリアごとの重点素

材については、売り込みのタイミングを逃さないよう、マーケットが求める新

たな視点での戦略的商品づくりに積極的にチャレンジします。

特に、平成３０年に開山１３００年を迎える国東半島宇佐地域六郷満山文化に

ついては、全国的なキャンペーンを展開するとともに、巡礼の道など将来に向

けて持続可能な観光地づくりに地域と一体となって取り組みます。

ウ ニューツーリズム

地域の特性を見極めながら、サイクルツーリズムなど誘客効果が見込まれるニ

ューツーリズムの仕掛けに着手するとともに、地熱、水力など本県の豊かな自

然を活かした様々なエネルギー施設の観光資源としての活用も検討します。

⑦ 地域間連携による取組

豊の国千年ロマン観光圏や阿蘇くじゅう観光圏、日豊海岸パワーアップ協議会、
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久大本線沿線地域活性化協議会などの地域では、共通するテーマをもつ観光地が

広域のエリアを形成し、ストーリー性や話題性のある周遊型観光商品づくりを進

めています。

これらの地域がビジョンやスキーム、スケジュール等を明確にして、効果的に取

り組む事業について支援していきます。特に、広域観光圏のブランド観光地域へ

の観光庁の認定に向けた活動について積極的に支援します。

（２） 日本一のおもてなし県を目指して

① おもてなし人材の育成

豊富な観光資源を誇る県観光の質をさらに高めるため、地域観光協会が行うお

もてなし研修やボランティアガイド研修などを通じて、おもてなし人材の育成を

図ります。

また、旅館・ホテル組合やバリアフリー観光センターなどと連携して、ユニバ

ーサルツーリズムに対応した人材育成を進めるなど、子ども連れや高齢者、障が

い者などにも優しいおもてなしの提供に努めます。

さらには、デスティネーションキャンペーンの際に登録したおもてなしサポー

ターによる協力体制を継続し、笑顔であいさつをしたり、道案内や清掃活動に協

力するなど、一人ひとりが自らの発想でおもてなしに取り組み、県民総ぐるみで

観光客を歓迎する日本一のおもてなし県を目指します。

② おもてなしレベルアップへの取組

地域観光案内所において、各地域だけではなく県全体を広域的に案内できるよ

うレベル向上に取り組むとともに、観光施設、空港、主要な駅、フェリー乗り場

などに加えて、道の駅や銀行、コンビニエンスストアなどの協力により観光案内

所機能の充実を図ります。

また、トイレの洋式化や美化などを促すクリーンアップ作戦を展開するととも

に、拠点施設等における花いっぱい運動や竹林伐採などの景観保持にも努め、訪

れた観光客が気持ちよく過ごせる環境整備を進めます。

③ 安全・安心な旅を支える体制整備

旅館・ホテルや公共施設等の耐震化を促進するとともに、火山･地震情報の提供

や災害発生時に備えた訓練の実施、さらには、急病人が発生した場合等の外国人観

光客向け緊急対応体制の整備など、外国人や障がい者などあらゆる旅行者が安全・

安心な旅を楽しめる環境を官民あげて整えます。

（３） 地域間をつなぐ二次交通など交通環境の整備

本県を訪れた観光客に県内各地に足を伸ばしてもらうため、空港アクセスバスをは

じめ、主要交通拠点（駅、港、空港）と観光地、宿泊地と観光地、観光地間を結ぶ

路線バスや観光周遊バス、コミュニティバス、観光タクシー、レンタカーなどの充

実を図るとともに、交通拠点から主要観光施設へのアクセス情報を掲載したガイド
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ブック等を作成することにより、観光客の利便性の向上に取り組みます。

特に、最大の交通拠点である大分駅周辺において高速バス等のターミナル機能を強

化することにより、高速バスと鉄道や路線バスの乗り継ぎを円滑化し、県内観光地

へのアクセス向上を図ります。

戦略２ 誘客

（１） 国内誘客

ライフスタイルの変化やインターネットの普及等に伴い、国内旅行の目的や手段

は多様化しています。このような状況を受け、本県でも、旅行需要がピークを迎え

た団塊の世代、知的好奇心の高いアクティブシニア、世代を問わず旅好きな女性、

将来的にリピーターとなる若者世代など、各ターゲットのニーズに合わせた誘客を

図ります。

特に、デスティネーションキャンペーンを契機に作り上げた旅行会社等との関係

を継続、発展させる取組が大事です。商品造成に向けたニュースレターの送付や県

内観光関係施設とも連携したセールス活動、旅行会社の造成・販売担当者の計画的

な招請を通じて、全国的にも人気の高い別府や由布院などのブランド力強化に加え、

全国に通用する次なる人気観光地づくり、宿泊地を拠点に県内周遊を促す仕組みづ

くりを進めます。

また、引き続き、旅行会社や交通事業者の誘客キャンペーンをタイミング良く活用

するとともに、近年大幅にシェアを拡大しているＷｅｂ系事業者と連携したサイト内

キャンペーンの実施や、地域が企画する着地型商品のネット販売など、時代の変化に

即した取組に力を入れていく必要があります。さらに、ビジネス観光やＭＩＣＥを活

用した誘客、異業種との連携や他分野の情報活用など、既成概念にとらわれずにさま

ざまなチャンスを活かした誘客に努めます。

【国内圏域別】

本県を訪れる観光客は、福岡県を中心に自家用車等を活用した九州圏内の割合が高

く、次に航空機利用が中心の首都圏、鉄道やフェリー利用が中心の関西圏の順となっ

ています。このため、それぞれの圏域のニーズを的確に捉え、圏域別、旅行目的別に

きめ細かな誘客を図る必要があります。

また、首都圏や関西圏からの観光客は、九州内を周遊する傾向があることから、九

州各県や九州観光推進機構と連携し、九州内の空港や港を起点とした広域観光商品

づくりや、全国主要都市での合同商談会などのプロモーション活動などにより誘客

を強化することも重要です。

① 福岡圏域

福岡圏域での本県の知名度は高く、自家用車や公共交通機関を利用して、別府･

由布院だけでなく県内各地に訪れており、本県宿泊客の２６．７％を占めています。
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福岡のマスコミでは、大分の観光情報が頻繁に取り上げられ、旬のこだわりの

情報をタイミング良く提供することで、幅広い層の観光客が何度も本県を訪れて

いただける最も身近で重要な圏域であり、引き続き効果的な情報の提供と、地域

毎のきめ細かな対応が必要です。

〈今後の方針〉

県内全域に誘客の効果が及ぶ最重点圏域として、積極的な誘客活動を展開します。

ア 福岡エリアでは、市町村、地域観光協会、民間事業者等がイベントの開催やア

ンテナショップの出店、旅行会社等への営業活動など活発に取り組んでいること

から、これらの活動を支援することにより、県内への誘客を強化します。また、

福岡事務所を中心に市町村、地域観光協会等と一緒になってマスコミ・情報誌な

どへのきめ細かな情報提供を行ない、誘客を促進します。

イ 鉄道、バスなどの交通事業者や旅行会社と連携したキャンペーン等を企画し、

情報発信を行うことにより、県内への来訪・周遊を促します。

ウ 福岡エリアへの情報発信に取り組むことにより、連動して情報が拡がる九州各

県からのさらなる誘客拡大を図るため、九州各県の旅行会社や交通事業者への働

きかけを強化します。

② 関西圏域

関西圏域は、瀬戸内海を通じて歴史的結びつきも深く、鉄道(陸）、フェリー(海）、

航空機(空）など複数の交通手段があることから、観光誘客の増加には大きな可能

性を持っています。

平成２３年から重点的にキャンペーンを展開してきており、また、九州新幹線や

ＬＣＣ関西空港線など関西を結ぶ交通がますます充実してきている中、本県への

観光客増加に向け大きなチャンスを迎えています。今後、本県に来たくなるよう

な魅力的な商品をつくり、活発な誘客活動を展開するため、旅行会社だけでなく、

特に情報発信力のある交通事業者との連携を一層強化していく必要があります。

〈今後の方針〉

陸・海・空のアクセスの強みを活かした魅力ある商品づくりに取り組んでいくた

め、交通事業者と連携した効果的な誘客活動を展開します。従来の交通機関に加え、

若者の人気が高いＬＣＣや大学のサークル等の合宿での利用が増えているフェリー

など、それぞれの交通機関の特徴を活かした需要の掘り起こしにも努めます。

ア 鉄道関係

ＪＲ九州やＪＲ西日本と緊密な連携を図りながら、誘客キャンペーンの実施や

イベントに合わせた団体臨時列車の運行を促します。また、Ｄ＆Ｓ（デザイン＆

ストーリー）列車の魅力のアピールに取り組むとともに、大分ならではの素材を

詰め込んだふぐ列車やワイン列車などの着地型旅行商品づくり、ブラッシュアッ

プに力を入れます。
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イ フェリー関係

フェリー事業者間の連携強化や高速道路会社などとの共同企画などにより、例

えば、関西航路で大分に入り、四国航路から高速道路で帰る旅行コースの設定な

ど、新たな発想の旅行商品づくりを促進し、誘客を強化します。

また、フェリー事業者に対して、学生を対象としたスポーツ・文化サークルの

合宿誘致や、瀬戸内航路昼便クルーズの運航増加を働きかけ、フェリーを利用し

た新たな旅の魅力づくりも進めていきます。さらに、船体の更新時期に合わせて

個室を好む利用者ニーズを踏まえた客室構成とするよう働きかけるなど、船旅の

魅力アップにより利用促進・誘客を図ります。

ウ 航空関係

航空事業者に対するダイヤ改善、機材大型化の働きかけなどを通じて来県者の

利便性向上を図るとともに、航空事業者等と連携し、就航先の空港ターミナルビ

ルなどでの本県の魅力情報のＰＲや、機内誌、ホームページなど航空事業者の広

告媒体を活用した情報発信を推進します。

特に、関西空港に就航したＬＣＣジェットスターを活用した旅行商品の開発に

より、大学生をはじめとする若者や女性など新たな顧客の掘り起こしに努めます。

③ 首都圏域

近年、自身の価値観やライフスタイルを重視し、健康増進や知識・教養を深め

ることを目的とした旅のニーズが高まっています。特に、極めて人口が多い首都

圏では、ニッチな分野でもある程度まとまったターゲットになり得ることから、

食や温泉、歴史、文化など本県の豊富な素材の良さを活かした本物志向の商品づ

くりに取り組むことにより、誘客の拡大が見込まれます。

また、首都圏は企業の本社機能が集中していることから、ビジネスで大分を訪

れる人も多く、観光地にも足を延ばしてもらう取組も効果的です。

今後は、羽田、成田の両空港に１日１６便就航している航空便を活用して、機

内誌などによる情報発信と連動した誘客の取組を一層進めるとともに、マスコミ

訪問による売り込みやニュースレターの送付など、パブリシティを有効に活用し

て、本県の知名度やイメージを向上することにより誘客を強化していく必要があ

ります。

〈今後の方針〉

本県の持つ上質で多様な観光資源を売り込む有望マーケットとして、マスメディ

アを意識した情報発信と、それに連動した誘客を強化します。また、ビジネス観光

誘致の重点地域としても効果的な誘客活動を展開します。

ア 全国の情報があふれる首都圏においては、まだまだ大分県の認知度が相対的に

低いことから、首都圏域のマスコミ、旅行会社を対象とした招請ツアーを実施し、

本県の魅力・観光について詳細な情報を発信し、知名度アップを図ります。また、

首都圏からの旅行需要は「九州」の意識が強いことから、九州観光推進機構と連

携した商談説明会の開催や情報発信を行うとともに、その中で本県の特徴をうま
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く売り込んでいくよう努めます。

イ 航空事業者に対するダイヤ改善、機材大型化の働きかけなどを通じて来県者の

利便性向上を図ります。また、航空会社と連携して、就航先の空港ターミナルビ

ルをはじめ都心で本県への交通アクセスの利便性向上と魅力をＰＲするとともに、

機内誌やホームページなど航空事業者の広告媒体を活用した情報発信を推進しま

す。特に、新たな顧客開拓が進んでいる成田線ＬＣＣを活用した商品造成を進め

ることにより、大学生をはじめとする若者や女性など新たな顧客の掘り起こしに

努めます。

ウ マスコミや旅行会社などを通じマーケット情報の収集を行ったうえで、アクテ

ィブシニアや富裕層をはじめ、小規模でも確実に呼び込める本物志向の旅行者な

どターゲットを特化した効果的な誘客に努めます。

④ 東九州自動車道の開通を活かした誘客

東九州自動車道の開通により、九州循環型の高速交通ネットワークが整い、高

速バスやマイカー、レンタカーを利用する観光客の増加が見込まれています。特

に、北九州、宮崎、鹿児島などの東九州自動車道沿線地域をはじめ、山口・広島

などの中国地方、フェリーで結ばれた四国地方からの誘客増加が期待されること

から、バス会社やフェリー会社、高速道路会社等と連携しながら、各種媒体やイ

ベントなどを活用したキャンペーン等積極的なＰＲに努め、誘客拡大を図ります。

⑤ 県内に向けて

最も身近な観光客として忘れてはならないのが大分県民です。地域が磨いた観

光素材は、多くの県民が観光客として繰り返し訪れることで、さらに磨かれ、県

外に通用する観光地になっていきます。県民こそが訪れたくなる魅力ある地域づ

くりを推進するとともに、県民が自分の住む地域の良さを理解し、観光振興に参

画したり、ＳＮＳ等を活用して自ら情報発信する取組を支援します。

（２） 海外誘客

訪日外国人旅行者数は、平成２５年に初めて１０００万人を突破し、翌２６年に

は１，３４１万人と急速に増加しています。

外国人観光客の受け入れを成長戦略の柱の一つと位置づける国では、平成３１年

のラグビーワールドカップや３２年に開催される東京オリンピック・パラリンピッ

クといった国際イベントの開催を誘客の好機ととらえ、３２年の外国人旅行者数２，

０００万人の高みを目指して各種取り組みを進めています。この流れの中で、急速

に経済発展し、ビザ発給要件が緩和されたアジア地域からの観光客が急増しており、

今後も飛躍的な伸びが予測され、全国的にも誘致合戦が激化しています。

こうした中、本戦略においては、インバウンド（訪日外国人旅行）対策を最重要

施策と位置づけ、積極的な誘客と受入態勢の整備に取り組みます。

九州はアジアから近く、交通アクセスが比較的良いとの特性を有していますが、

アジアにおける九州の知名度はまだまだ低い状況にあります。引き続き、九州観光
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推進機構等との連携により、九州を一体的に売り込むキャッチフレーズである

「ONSEN ISLAND KYUSHU」による知名度の向上を図りつつ、アジアでも通用す

る別府や由布院のブランド力を活かした、本県独自の取組を展開していくことが重

要です。

このため、大分県海外戦略と歩調を合わせながら、直行便のある韓国はもちろん、

近年訪日観光客が急増している台湾、タイ、香港を重点エリアに定め、積極的な誘

客施策を展開します。併せて、今後急増が予想される中国やＡＳＥＡＮ諸国におい

てもおんせん県おおいたの浸透を図ることで、現在、韓国に偏りがちの国別割合の

分散化に取り組み、外国人観光客の安定的な受け入れを目指します。具体的には、「日

本一のおんせん県おおいた」がそれぞれの国に響く外国語バージョンのキャッチフ

レーズを作成するとともに、旅行会社へのセールスや商談会の実施、観光展への出

展、メールによる定期的なニュースレターの配信などにより、緊密なネットワーク

を構築していきます。

また、日本一の温泉をはじめ温泉街や日本式旅館といった温泉文化、豊かな食、

多様な資源を活かした観光施設や観光体験メニューなどの情報を、国・地域の旅行

ニーズに合わせて提供していきます。特に、大きな集客が期待できる各国の大型連

休での誘客は、県内宿泊・観光施設の閑散期対策にもなることから、ナイトメニュ

ーなど外国人向けの素材開発を進めます。

一方で、外国人観光客の受入態勢はまだまだ不十分なことから、海外からのアク

セスの整備や多言語対応、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備などの態勢整備を早急に

進めていきます。

【海外からのアクセスの整備】

大分空港を利用する外国人観光客は、平成２６年に韓国ソウル線のＬＣＣティー

ウェイ航空が就航したことにより増加しており、この機会を捉え、今後も利用者増

加に向けた取組を強化します。台湾、タイ、香港等を結ぶ国際チャーター便の誘致、

定期便就航の働きかけについても、航空会社や旅行会社の動向を注視しながら本県

の観光ＰＲと併せて進める必要があります。この際、路線の定着に向けてアウトバ

ウンドの充実を図ることも重要です。また、国内航空会社と連携して、外国人観光

客の大半が利用する羽田・成田・関西空港から空路で本県に誘客する取組も進めま

す。

その一方で、本県を訪れる外国人観光客の相当数を占める福岡空港や博多港利用

者のアクセスの整備も重要です。福岡をゲートウェイとして、本県を含む広域の九

州周遊ルートを設定し、関係県とともにＰＲしていくとともに、ＪＲや高速バスの

利便性向上に向けて、増便やダイヤ改正等の働きかけを行うなど二次交通の充実を

図ります。また、外国人観光客の利用が増加しているレンタカーについては、九州

運輸局や九州各県、西日本高速道路等と連携して、引き続き外国人向け高速道路周

遊割引を実施するなど環境整備に努めます。

上海や台湾等発着地が多様化しているクルーズ船については、海外から航空機で

来日し、国内発着するフライアンドクルーズも含めて誘致を推進します。
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【国・地域別の戦略】

① 韓国

韓国の人口は約５，０００万人、平成２６年の訪日旅行者数は２７０万人で台湾

についで２番目です。

本県では、２０年以上前から県内の民間事業者が先行して誘客に取り組み、訪日

旅行市場の草分けとして開拓してきた経緯があります。この全国に先駆けた取組と距

離的優位性をもとに、平成２５年の本県へ宿泊客は２１万人で外国人宿泊客の６割以

上を占めていますが、近年は国際情勢等の影響や他の国・地域からの観光客の増加で、

県内シェアは低下しています。

九州が近いこともあり、国内旅行感覚で訪日旅行を楽しんでいる韓国人観光客の

旅行形態をみると、まだ団体旅行が多いものの、近年は若い女性などの個人旅行も増

加しています。シーズン的には韓国の冬が厳しいため、温かいイメージの大分へは冬

期の来訪が多く、旅行目的は、やはり温泉が定番で、目的地は別府や由布院が多く選

ばれています。その反面、夏期の需要は落ち込む傾向にありますが、近年はゴルフや

登山、オルレなどを楽しむ健康目的の旅行や、城下町での着物体験などの文化体験を

目的に来訪する客層も増えています。今後は、本県の夏の魅力や体験ツアーをＰＲし

ていくことで、年間を通した誘客と、別府・由布院以外への送客に繋げていくことが

必要です。

〈今後の方針〉

ア リピーターとなる家族層や若い女性を主なターゲットとし、ブランド力のあ

る別府・由布院に加え、東九州自動車道の開通でアクセスが大幅に改善された

県南地域など、県内各地を訪れていただけるよう様々な地域情報の発信に取り

組みます。

イ 個人旅行の増加に対応して、ブロガーやメディアの招請等により、温泉や食、

オルレやゴルフなどの健康・趣味に関するきめ細かな情報を提供します。

ウ ソウル線直行便の優位性を活かして、航空会社や旅行会社等と連携した商品

づくりを進めます。

エ 来訪者が減少する夏期対策として、くじゅう高原や日田の屋形船、各地で開催

される納涼花火など、夏ならではの魅力を旅行会社のみならず、消費者に対して

もＳＮＳを活用して直接情報発信していきます。

② 台湾

台湾の人口は約２，３００万人、平成２６年の訪日旅行者客数は２８３万人で最

も多くなっています。２５年の本県の宿泊者数は４万４千人で、前年比１４０．２

％と大きく増加しています。訪日旅行が人気で、リピーターが多く、今後は団体旅

行から個人旅行へのシフトが見込まれています。

日本の旅館を予約する際に、日本語の予約サイトを利用するといった点にも、訪

日旅行への関心の高さが見て取れます。旅行の計画は慎重に準備を進める傾向があ

り、また、マラソンやサイクリング等スポーツへの関心が高く、健康志向に合わせ
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た素材もＰＲポイントのひとつです。

〈今後の方針〉

ア 若い家族層や若いカップルを主なターゲットに、今後の増加が見込まれる個人

旅行客を誘致するため、航空機内誌によるＰＲや、現地旅行会社の店舗でのキャ

ンペーン、影響力の強いブロガーの活用等により、消費者への直接的な情報発信

を展開します。

イ 温泉、食や自然などのリラクゼーション、マラソンやサイクリングなどの趣味、

ショッピングなど、台湾観光客のニーズに則した情報を提供します。

ウ 台湾は訪日旅行とともに、日本の産品の人気も高いことから、梨や乾しいたけ

などの県産品と観光を一体的にＰＲすることで、さらなる知名度の向上を図りま

す。

③ タイ

タイの人口は約６８００万人、平成２６年の訪日旅行者数は６６万人（５位）で

す。２５年のビザ免除により訪日旅行客が急増しており、九州での本県のシェアは２

番目に多い国であることから、韓国・台湾に次ぐターゲットとして、積極的な誘客を

図ります。

訪日旅行の目的については、日本の食や文化に加え、いちごや柿などの果物狩り

や花を好むという特徴があります。また、日系企業が多いため、訪日インセンティ

ブツアーの需要も期待できることから、現地旅行会社のみならず日系の旅行会社と

の連携が重要です。

一方、温泉については、共同浴場の習慣がなく、日本の温泉に慣れないことから、

まずは家族風呂の提案等により、温泉文化を浸透させていくことも必要です。

〈今後の方針〉

ア 首都バンコクの富裕層や中間層の家族旅行をターゲットに、確立しつつある別

府や由布院のブランド力を活かしながら、さらなる知名度の向上を図ります。

イ タイでは、家族経営などの中小旅行会社が多いことから、タイ旅行業協会（Ｔ

ＴＡＡ）を通じて、多くの旅行会社との関係構築を図るとともに、訪日旅行にお

いて強い基盤を有する日系の旅行会社との連携を強化します。

ウ 本県にゆかりのある有名タレントや、日系企業を活用した消費者への直接的な

ＰＲを展開します。

エ おおいた豊後牛等の食、花や果物狩りなど四季折々の多様な素材をＰＲします。

なかでも、温泉については、家族風呂などの温泉文化の浸透を図ります。

④ 香港

香港の人口は約７２０万人、平成２６年の訪日旅行者数は９２ 万人（４位）です。

２５年の本県の宿泊者数は１万９千人で、前年比１６３．８％と大きく伸びていま

す。訪日旅行の人気が高く、リピーター率も高い香港では、個人旅行の割合が多い
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という特色があります。このため、九州内の移動においては、韓国に次いでレンタ

カー利用が多くなっています。また、能動的な旅行を好み、様々なアクティビティ

を好む傾向があります。

個人旅行が多いこともあって、事前に綿密な計画を立てるような旅行ではなく、

航空券と宿泊のみ手配して、来日後に具体的な訪問地を決めるような傾向も見られ

ます。

〈今後の方針〉

ア 若い家族層やカップルを主なターゲットに、日本人でも満足度の高い旅館やア

クティビティをセールスポイントに誘客を図ります。

イ 旅行会社で情報収集や予約をすることが多いことから、現地の大手旅行会社等

との関係構築を図るとともに、本県にゆかりのあるキーパーソンを活用したＰＲ

を進めます。

ウ 訪日旅行での鉄道旅行が増加していることから、ゆふいんの森号などのＤ＆Ｓ

列車や、食へのこだわりに応えるグルメツアー等、香港からの観光客のニーズに

応じた情報提供に努めます。

⑤ 中国

中国の人口は約１３億６千万人、平成２６年の訪日旅行者数は３番目に多い２４

０万人です。２５年の本県の宿泊者数は１万３千人で、前年比１００．４％となっ

ています。これまでの観光客の多くは団体旅行で、その目的はショッピングやゴー

ルデンルートへの観光が中心でしたが、２６年のビザ発給要件の緩和等により個人

客も増加しており、今後は更なる個人旅行の増加が見込まれます。

〈今後の方針〉

ア 九州観光推進機構が連携誘客協定を結んでいる上海の旅行会社を中心に、大分

県上海事務所による情報提供や商品造成を働きかけます。

イ 旅行情報誌やＷｅｂの活用等により消費者へ直接ＰＲすることで、知名度の向

上を図ります。

ウ 無錫市など観光交流協定を結んでいる地域からの教育旅行等の誘致を図ります。

⑥ ＡＳＥＡＮ諸国等

ＡＳＥＡＮ諸国や欧米等そのほかの国・地域からの誘客については、九州観光推

進機構、九州各県と連携して取り組みます。

特に、シンガポールやマレーシア、インドネシアなどのＡＳＥＡＮ市場は、訪日

観光客の動向を注視しながら、ムスリム（イスラム教徒）を受け入れるためのハラ

ール対応等を含めた誘客策を進めていきます。

⑦ 欧米

２０１９年ラグビーワールドカップと翌年の東京オリンピック・パラリンピック
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の開催を見据え、欧米からの観光客の増加を図るため、インターネットを活用した本

県を紹介する動画コンテンツの配信、国内の欧米記者向けのパブリシティ対策など、

本県独自の活動のほか、九州観光推進機構や九州各県と連携した商談会等での観光Ｐ

Ｒなど、情報発信に取り組みます。

また、県内での試合やキャンプが決定した国・地域には、重点的に誘客に取り組み

ます。

【海外からの観光客受入態勢の整備】

① 外国人観光客向け観光素材の開発

城下町での着物体験や花の観賞、田舎暮らし体験、梨やイチゴ等の果物狩りなど

は、日本の文化や自然、食に関心の高い外国人観光客に人気のある体験メニューと

なっています。こうした外国人向けの観光素材の開発を県内各地で増やすとともに、

詳細な情報を海外に向けて発信していきます。

② 宿泊施設の拡大

韓国や台湾などの旅行会社から「宿泊施設の予約がとりにくい」との声がありま

す。インバウンドを取り巻く情勢や外国人観光客のおもてなし向上のためのセミナ

ーを開催するなど、外国人観光客を積極的に受け入れる宿泊施設を増やしていきま

す。

③ 多言語対応

ア 外国語による観光案内

特区ガイドや通訳案内士、ボランティアガイドを活用して、外国語による観光案

内ができる環境を整備します。

イ 外国人観光案内所

日本政府観光局認定の外国人観光案内所の設置を市町村等に働きかけるととも

に、案内所のネットワーク化を図ります。また、それらネットワークの中核となっ

て、総合的な観光案内ができる体制を整備します。

ウ 道路・観光案内標識、観光案内板

道路・観光案内標識の英語表記については、外国人にわかりやすい表記への変更

を進めます。また、観光案内板については、表示された施設名の多言語化とともに、

ＱＲコードの追加により、観光情報サイトとの連携を図ります。

※QRコードとは、一定の量のデータを図形のパターンで表すことができる2次元コードの方式の一つ。QR

はQuick Responseに由来し、ﾊﾞｰｺｰﾄﾞが進化したもので､より多くの情報が盛り込まれている。

エ 観光施設や宿泊施設、飲食店等

観光施設の説明や施設内表示は、日本語と英語の表記をベースに、状況に応じて

韓国語や中国語などの言語を加えるよう働きかけます。また、言語によらないピク

トグラムや写真による分かりやすい食事メニュー、ＱＲコードを活用した外国語表

示の充実も促進します。
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オ Ｗｅｂによる情報発信の充実

外国人観光客の現地での情報収集の利便性を向上するため、特区ガイドや留学生

等の協力を得て、多言語仕様の飲食店情報や観光地情報など、外国人目線によるコ

ンテンツを作成します。また、ホームページのスマートフォン対応化などＷｅｂ環

境を整備するとともに、県民も観光情報の発信を行えるＷｅｂ上のプラットフォー

ムやＳＮＳ利用者を意識した撮影スポット、ＡＲを活用した観光案内の充実等につ

いてもツーリズムおおいたや地域観光協会と検討を進めます。

※ＡＲ（Augmented Reality、拡張現実）とは、コンピューターを利用して、現実の風景に情報を重ね合わ

せて表示する技術。この技術を活用して、スマートフォンの画面を通して現実の風景を見る際に、建物の

名称を表示したり、過去に存在した建物を再現表示するといった取組が行われている。

④ 無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆi）環境の整備

来日した外国人観光客が、インターネットを介して旅行情報を収集したり、フェイ

スブック等のＳＮＳを利用して自らの旅行体験を知人や友人に発信できるよう、交通

拠点や宿泊施設、観光施設、公共施設における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を進め

ます。

⑤ ショッピング環境の整備

ショッピングは、外国人観光客にとって大きな楽しみのひとつですが、県内におけ

るショッピング環境は十分ではありません。講習会等を通じて化粧品やお菓子などの

人気の高い免税品目を取り扱う免税店や、カード決済が利用できる店舗を増やし、気

軽にショッピングを楽しめる環境の整備を図ります。

（３） 団体誘客

個人旅行が旅行の主流となる中でも、教育旅行と、企業等の会議(Meeting)・研修

旅行(IncentiveTravel)や、国際機関・団体・学会などが行う国際会議(Convention)、イ

ベントや展示会・見本市(Event/Exhibition)などのＭＩＣＥ（マイス）は、多くの誘客

が見込まれることから、全国的に誘致の動きが活発になっています。

本県においても、地域間競争に遅れをとらないよう戦略的に取り組む必要がありま

す。

① 教育旅行

中学校の修学旅行を中心に、見学型から各種体験を組み合わせた旅行形態へと変

化しており、学習指導要領で重要視されている体験型のプログラムが全国的に人気

を集める傾向にあります。九州では、長崎県や鹿児島県といった新幹線等の交通ア

クセスが良く、平和学習や体験学習のバリエーションが豊富な地域に人気が集中し

ています。

本県にも、広島、関西方面から多くの中学校が訪れており、豊かな天然自然を活

かしたグリーンツーリズム（農村民泊体験）や留学生との交流体験がその中心です。

今後は、グリーンツーリズム等の強みをさらに伸ばしていくとともに、近年注目が
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高まっている再生可能エネルギー施設を活用した環境学習など他産業分野との連携

を図ることによって、県内で連泊してもらえる魅力的なプログラムづくりを進める

ことが重要です。

また、生徒が安心して体験学習や宿泊ができる態勢の確立や、教育効果の高い学

びの場としての優位性など、地域としての付加価値づくりも必要です。

さらには、中国や韓国などからは、学校交流を主目的に多くの学校が訪日教育旅

行として訪れており、本県の国際人材の育成にも寄与していることから引き続き誘

致に努めます。

〈今後の方針〉

ア 本県に多く訪れている広島市を中心とした中国地方や大阪、京都を主とした関西

方面の中学校や旅行会社に対し、きめ細かな訪問を行うなど積極的な誘致活動を展

開します。

イ 県内各地域のグリーンツーリズム研究会のレベルアップを図るとともに、留学生

との交流や再生可能エネルギー等本県の持つ優位性を活かした様々な分野を組み合

わせることで、班別自主見学等の魅力あるプログラムを造成します。

ウ 学校交流が目的の訪日教育旅行において、受入校や宿泊地域のマッチングをトー

タルで行い、円滑な受入れができる態勢づくりに取り組みます。また、今後増加が

見込まれる中国に重点を置いた活動を進めます。

② ＭＩＣＥ（マイス）

本県には、別府国際コンベンションセンタービーコンプラザやｉｉｃｈｉｋｏ総

合文化センター、大分銀行ドームなど多様な施設があり、これまでも、アジア・太

平洋水サミットやＡＰＥＣ成長戦略ハイレベル会合等の国際会議、大規模なスポー

ツイベントを積極的に誘致し、観光はもちろん地域経済にも大きな効果をもたらし

ています。

近年では、これらの経済波及効果に着目し、企業の行う主要会議や学会、さらに

はスポーツ合宿などを積極的に誘客する動きが全国的に高まっています。

このような中、本県では、平成２５年に大分県ＭＩＣＥ誘致推進協議会を設置し、

官民を挙げて情報共有や誘致を推進するとともに、ワンストップ窓口としてツーリ

ズムおおいた内にＭＩＣＥセンターを設置するなど体制を強化しており、今後もこ

れらの組織を中心に積極的な誘致活動を進めていきます。

また、平成３１年の大分開催が決定したラグビーワールドカップには、アジアは

もちろん、ヨーロッパやオセアニアの各国から多くの観戦客が見込めることから、

国や関係自治体と連携して本県観光のＰＲに取り組みます。

〈今後の方針〉

ア 大分県ＭＩＣＥ誘致推進協議会とＭＩＣＥセンターが連携して、全国大会や国

際会議などの大規模な会議、県外から多くの集客が見込めるコンサート等大規模

イベントの情報収集と、積極的な誘致活動に取り組みます。
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イ ＭＩＣＥによる経済効果をより高めるため、開催施設周辺の郷土料理店などの

飲食店情報や旅館・ホテルからの立ち寄り湯や観光施設の情報等を掲載したマッ

プを作成するなど、参加者が大分を楽しめるようアフターコンベンションの充実

を図るとともに、歴史文化、アート、まちあるきなど大分の強みを活かしたエク

スカーションの開発に取り組みます。

ウ 日本一の温泉や県内各地に整備されたスポーツ施設等に加え、多くのプロスポ

ーツチームを有する優位性を活用し、アマチュアスポーツイベント等の積極的な

誘致に努めます。また、学生・社会人のスポーツ合宿などに対しては、地域住民

の施設利用との調整ルールの導入を図るなど、市町村や民間事業者とも連携した

受入態勢を整備します。

エ 大分での開催が決定したラグビーワールドカップや東京オリンピック・パラリ

ンピックの開催を見据えて、市町村と連携して出場国の事前合宿等の誘致活動を

行うとともに、合宿を見学する観光客の誘致に取り組みます。

戦略３ ブランド力の向上

観光地として着実に発展していくためには、観光素材を活かして魅力ある観光地づ

くりを行う地域の素材磨きや、圏域・国別にどのような誘客対策を講じるかが重要です

が、観光地の素晴らしさを多くの方々に的確に伝え、実際に大分に行きたいと思っても

らうことが最大のポイントとなります。

本県には、温泉をはじめとして魅力ある宿泊施設、おいしい食べ物など魅力的な観光

資源が数多くあり、来ていただいた方の満足度が高いという評価があります。しかし、

何でもあるが故にポイントを絞れず、結果として何も打ち出せないといった状況がこれ

までの県観光の課題でした。その中にあって、第１期戦略で打ち出した「おんせん県」

というフレーズはとがった刺さる表現として話題となり、多くの人の共感を得ることが

でき、全国的な注目を集めることができました。

この好機を逃さず、今後、Ｗｅｂやパブリシティを戦略的に活用していくことにより、

圏域、旅行形態、さらには年代などのターゲットを明確にし、大分県トータルとしてさ

らなる情報発信をしていくことが重要です。

また、おんせん県ＰＲの象徴であるロゴマークの土産物等商品への活用が１，０００

件を超えるなど、民間事業者の活発な産業活動と連動したＰＲがさらなるブランド創出

効果を生み出しており、引き続き、官民一体となった情報発信に積極的に取り組んでい

きます。

（１） 関係機関が一体となった情報発信

① 「日本一のおんせん県おおいた  味力も満載」をキーワードに、国内外での

観光プロモーションを積極的に展開するとともに、地域観光協会や民間事業者と

一体となった効果的な情報発信に努めます。

②県民こそが各地域を訪れ、自信と誇りを持って地域の素晴らしさを国内外に発信し、
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県民発の口コミで観光需要を喚起できるよう気運の醸成に努めるとともに、県民や

県内留学生が気軽にＬＩＮＥやｆａｃｅｂｏｏｋ等を活用した情報発信ができるよ

う、ツールやサイトの充実に取り組みます。

③ 旅行会社向けニュースレターの作成、発信に加え、旅行会社等の招請ツアーを計

画的に実施し、商品造成や販売を促進します。

（２） あらゆる機会や媒体を活用した情報発信

① 近年の個人旅行客の増加に対応して、ツーリズムおおいたホームページのスマー

トフォン対応や多言語化など充実強化に努めるとともに、ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｔ

ｗｉｔｔｅｒなどのＳＮＳを効果的に活用した情報発信に積極的に取り組みます。

また、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）や日本観光振興協会、九州観光推進機構な

どの公的サイトや、トリップアドバイザー等の旅行情報サイトなど、あらゆる機

会を活用した情報発信を着実に進めていきます。

② パブリシティの強化については、県外事務所をワンストップの窓口として、マ

スコミや雑誌等からの取材協力要請に機動的かつ柔軟に対応することはもちろん、

マスコミへの訪問やニュースレターの送付などの売り込みを強化し、メディアへ

の露出機会を増やしていきます。

③ アクティブシニアや富裕層、女性、若者といったターゲット毎に媒体を選定す

ることによって、興味や注目を惹きつける魅力ある観光情報を確実に届けられる

よう、きめ細やかな情報発信をしていきます。

④ 鉄道や航空、フェリー事業者等と連携し、駅や就航先の空港ターミナルビル、

フェリーターミナルをはじめ、航路で繋がった地域で本県の魅力をＰＲするとと

もに、車内の中吊り広告や機内誌、ホームページなどそれぞれの事業者の広告媒

体を活用した情報発信を行います。

⑤ 市町村や地域観光協会、観光事業者、企画会社、異業種の企業など様々な発想

を持った企業・団体との連携により、パブリシティ効果の高いイベントや話題と

なる仕掛け、おんせん県ＣＭなどの情報発信に努め、大分県のブランド力向上を

図ります。

⑥ ロケツーリズムのワンストップ対応窓口を整備することにより、国内外のＴＶ

ドラマや映画など情報発信力の強いロケを積極的に誘致するとともに、ドラマの

シーンの観光マップへの掲載や、出演者による地域情報の発信等ロケの多面的な

利活用を進めることで、観光情報をはじめ、魅力的な人や建物、物産など各地域

の露出の拡大を図っていきます。

さらに、県内の観光番組などの既存コンテンツの海外での活用を促進するため、
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地元メディアが行う字幕・吹き替え等のローカライズの取組を後押しします。

（３） 県外事務所・海外事務所等を通じた情報発信

① 福岡、関西、首都圏域においては、県内各地の観光情報を的確に発信できるよ

う、県外事務所と地域観光協会、観光事業者の連携を強化するとともに、県人会

等の大分ゆかりの方々のネットワークを活用します。

また、海外においては、上海事務所を通じた中国への情報発信を行うとともに、

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の海外事務所を積極的に活用します。

② 福岡圏域においては、身近で旬な情報を発信する必要があることから、取材協

力要請などが円滑にできる福岡事務所のネットワークを活かし、メディアやフリ

ーペーパー等へのＰＲや情報提供に努めるとともに、アクティブシニアや若者、

女性などターゲット毎にテーマを絞り込んだタイムリーな情報発信を行います。

③ 関西圏域においては、陸・海・空の交通で結ばれた本県の強みを活かし、交通

事業者と連携した様々な情報発信や、旅行会社、メディアへのＰＲを大阪事務所

を中心に積極的に展開します。

また、教育旅行の誘致に向け、大阪、京都の学校を中心に個別に情報提供を行

います。

④ 首都圏においては、東京事務所おんせん県おおいた課を中心としたマスコミや旅

行会社への観光の魅力発信、坐来大分での県内各地の食材を活用した地域フェア

の開催、さらには、語り部による食・文化などの地域情報の発信を積極的に行い

ます。

（４） 県内集客ポイントを活用した情報発信

① 県内においては、大分銀行ドームやオートポリスなどで、スポーツはもちろん、

コンサートなど数万人規模の大規模イベントが開催されています。こうした全国

から観客が訪れる会場において、関係機関と協働で本県の観光ＰＲを積極的に行

います。

② 県内の主な観光施設や宿泊施設を訪れている観光客に対して、旬のイベントや

街あるき、飲食店、お得なクーポンなど満足度の高い現地情報や、次の旅行動機

をくすぐる情報を提供するなど、継続的にリピーターを呼び込むための取組を強

化します。
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戦略４ 県域を越えた連携による観光の推進

海外や首都圏などを発地とした遠距離旅行の実態をみると、九州各地の空港、港湾

を利用して２泊３日や３泊４日で九州広域エリアの主要観光地を周遊する旅が主流とな

っています。九州新幹線や東九州自動車道開通、九州各県における新たな航空路線の就

航などの機会を活かして、国内外からの誘客を強化していくためには、九州各県や関係

機関等とも協力しながら広域で売り込んでいくことが必要です。

こうした状況を踏まえ、観光客のニーズを捉えた広域的な視点で誘客を進めていく

ためにも、九州観光推進機構をはじめ九州内外の各府県とも連携しながら、これまで以

上に広域観光に積極的に取り組みます。

（１） 九州観光推進機構との連携

平成２６年に一般社団法人となった九州観光推進機構では、第２期九州観光戦略を

策定し、九州を周遊する広域観光ルートの形成や、諸外国でのプロモーション展開な

どインバウンドの強化に取り組んでいます。オール九州での誘客や情報発信が効果的

なアジアや欧米の市場については、機構と綿密に連携した「ONSEN ISLAND
KYUSHU」の取り組みを推進していきます。また、国内では、毎年、上期・下期に

全国主要都市で行われる観光素材説明会や、マスコミを活用した情報発信などの機構

事業を活用して、九州のブランド力向上と誘客強化を図ります。

（２） 長崎県、熊本県との連携

長崎県、熊本県と三県で組織する九州横断長崎・熊本・大分観光振興協議会の事業

を通じて、インバウンド向け商談会の開催や招請事業の実施、三県を周遊するモデル

コースの提案及び旅行商品の造成、メディアを活用した情報発信等を引き続き行いま

す。

（３） 宮崎県との連携

東九州自動車道の開通を見据えて、平成２５年に宮崎県と設立した東九州広域観光

推進協議会の事業を通じて、高速道路会社や旅行会社等とのキャンペーン、マスコミ

や旅行会社への共同セールス、主要都市におけるイベント出展などに取り組み、中四

国地方や北九州、宮崎、鹿児島からのマイカーや高速バス等を利用する観光客の増加

を図ります。

（４） 就航先との連携

フェリー航路や航空路線で繋がった就航先の自治体や観光関係団体、交通事業者等

と連携して、就航先の港や空港ターミナル、イベント会場等において、本県の魅力を

発信するとともに、具体的な交通経路やモデルルートの提案などにより、気軽に行き

来できる利便性をアピールし誘客を推進します。
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戦略５ 戦略ある現場主義の推進

本戦略を円滑に推進していくためには、行政、地域観光協会、観光事業者、商工事

業者、農林水産事業者、ＮＰＯ法人など、ツーリズムに携わる全ての関係者がベクトル

を合わせ、それぞれの立場で力強く立ち向かっていくとともに、観光を第一線で支える

人材の育成を着実に進めていくことが重要です。

そのためには、まず行政が現場主義を徹底し、あらゆる観光情報の収集、観光関係

者との連携強化に努め、常に情報を共有し、状況の変化に適切に対応できる態勢を整備

します。

また、積極的な事業推進を図るため、本戦略に基づく地域などの取組に対しては、地

域活力づくり総合補助金などにより機動的かつ積極的に支援します。

（１） 人材の育成とネットワークづくり

① ツーリズムを推進するリーダーの育成

ア ツーリズムに取り組む人材の育成とネットワークづくりを目的に、２００人

を超える修了生を輩出してきたツーリズム大学については、将来の地域リーダ

ーとなる人材育成に向けた手法の見直しを行います。また、卒業生の更なるレ

ベルアップと連携強化を図るととともに、地域づくりや観光商品づくりへのチ

ャレンジを積極的に支援します。

イ ＭＩＣＥ（マイス）の受入れに関するコーディネータや、グリーンツーリズ

ム推進の中核となる地域のリーダーなど、専門分野に強い人材の育成に努めま

す。

② 観光産業人材の確保・育成

ア 県内の高校や大学と連携し、おもてなしや地域文化の担い手の育成を図るとと

もに、学生の観光産業への就業促進を目的としたインターンシップなど、学生

と観光関係事業者との出会いの機会創出に向けた活動を支援します。

イ 旅館･ホテルで働く従業員やバス、タクシーの運転士など観光を支える人材に

ついて、観光ＰＲやガイドブック等での露出機会を増やすとともに、おもてな

し講座等によるレベルアップを促進するなど、希望と誇りを持って働くことの

できる環境づくりを支援します。

③ 県、市町村においても観光に精通した職員の育成・確保を図ります。

（２） 地域観光協会の活性化と相互の連携強化

地域観光協会が地域の観光素材を活かした商品開発や情報発信、さらには魅力的な

観光イベントの開催など、地域の観光振興の主役になれるよう全体的な底上げを支

援するとともに、協会相互の連携強化と地域住民との協働により、現場主義の徹底

を図ります。

特に、各地域の観光案内所においては、相互に観光情報を学び合うなど研修の機会
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を設け、どこの市町村でも広域的な観光案内ができるような体制整備と機能向上に努

めます。さらに、県内観光のハブ機能を有する別府、由布院、大分エリアとその他

地域との連携を強化するため、新たにツーリズムおおいたと地域観光協会との定期

的な意見交換の場を設けます。

（３） ツーリズムおおいたの機能強化への支援

ツーリズムおおいたと市町村、地域観光協会、観光事業者、商工関係団体等との

連携を一層強化するとともに、旅行会社や交通事業者から派遣された人材のノウハ

ウやネットワークを活かした情報発信や誘客を推進します。

また、大分県のみならず九州全域を視野に入れた広域的かつワンストップの観光

案内機能の強化や、テーマに沿った連携事業のとりまとめ、地域が企画する着地型

商品の造成など、ツーリズムおおいたが名実ともに県内の観光振興のリーダーとし

て観光事業の企画・推進ができるよう、組織・運営のあり方について検討します。

（４） 大分県ツーリズム戦略推進会議の活用と行政内部の連携強化

本戦略を機能的かつ円滑に推進するため、行政と地域観光協会、観光事業者など

から構成する「大分県ツーリズム戦略推進会議」において、観光ツーリズムの振興

についての議論や情報共有の場を確保するとともに、実効性のある事業展開を行う

よう、本戦略の進捗状況を管理します。

また、行政組織においても、観光を含むサービス産業の持続的な成長と雇用拡大に

向けて、インバウンド受入態勢の整備、経営革新に向けたチャレンジやスムーズな事

業の承継、免税店の拡大等による商店街の振興、農林水産品や加工品の高付加価値化

等を積極的に支援していくため、部局連携の体制を強化します。


